
令和７年度当初予算案



新かながわグランドデザインの着実な推進
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令和７年度⼀般会計当初予算額 2兆2,158億円

■７年度当初予算案は新かながわグランドデザイン
に掲げる施策を着実に推進

■⼦ども・⼦育て⽀援の推進
■2050年脱炭素社会の実現
■共⽣社会の実現
■「災害に強いかながわ」の実現
■教員の働き⽅改⾰の加速化
■デジタルの⼒の活⽤によるやさしい社会の実現



区 分 令和７年度
当初予算額 Ａ

令和６年度
当初予算額 Ｂ

前年度⽐
Ａ／Ｂ

⼀ 般 会 計 2兆2,158億円 2兆1,045億円 105.3％

特 別 会 計 2兆2,833億円 2兆2,469億円 101.6%

企 業 会 計 1,645億円 1,603億円 102.6%

総 計 4兆6,637億円 4兆５,117億円 103.4%

１ 会計別予算額
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過去２番⽬



区 分 令和７年度
当初予算額 Ａ

令和６年度
当初予算額 Ｂ

前年度⽐
Ａ／Ｂ

個⼈県⺠税 4,070億円 ３,570億円 114.0％

法⼈⼆税 3,705億円 3,514億円 105.4%

地⽅消費税 4,668億円 4,267億円 109.4％

その他 2,090億円 2,004億円 104.3%

合 計 1兆4,534億円 1兆3,356億円 108.8％

２ 県税の内訳

実質収⼊額※ 1兆2,900億円 1兆2,141億円 106.2％

※ 県税・地⽅譲与税等から税交付⾦等を除いた額
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区 分 令和７年度
当初予算額 Ａ

令和６年度
当初予算額 Ｂ

前年度⽐
Ａ／Ｂ

義務的経費（構成⽐79.6％） 1兆7,633億円 1兆6,933億円 104.1%
⼈ 件 費 5,265億円 5,230億円 100.7%
介護・医療・児童関係費 4,871億円 4,672億円 104.2%
公 債 費 2,893億円 3,071億円 94.2%
税 交 付 ⾦ 等 3,648億円 3,067億円 119.0%
維持・法令義務費等 954億円 891億円 107.0%

政策的経費（構成⽐20.4％） 4,524億円 4,111億円 110.0%
投 資 的 経 費 2,044億円 1,825億円 112.0%
私⽴学校経常費補助 442億円 429億円 103.1%
そ の 他 2,037億円 1,856億円 109.8%

合 計 2兆2,158億円 2兆1,045億円 105.3%

３ 性質別予算額
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４ 7年度の財源不⾜対策

６年度からの財源活⽤（６年度の税収増や歳出不⽤） （Ｃ） +600億円
７年度の事業費の精査等による財源確保 （Ｄ） +50億円
財政調整基⾦の取崩し （Ｅ） +100億円

計 （Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） +750億円

○ ７年度の財源不⾜額

○ 財源不⾜への対応

当初予算編成⽅針通知時点の財源不⾜（R6.9⽉時点） （Ａ） △550億円
その後の変動要素 （Ｂ） △200億円

県税・地⽅譲与税の増（実質ベース） ＋100億円
地⽅交付税・臨時財政対策債の減 △120億円
給与改定等による⼈件費の増 など △180億円

計 （Ａ＋Ｂ） △750億円

※10億円単位で整理
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臨時財政対策債

（年度）
（平成） （令和）

５ 県債年度末現在⾼の推移
５年度末 ６年度末 ７年度末

県債現在高 3兆　312億円 2兆8,521億円 2兆6,727億円

５年度末 ６年度末 ７年度末

臨時財政対策債 1兆7,670億円 1兆6,502億円 1兆5,105億円
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臨財債の残高が大幅に減少

４年連続残高減少

【減少の主な要因】
・過去に大量発行した県債償還の進行

・臨財債の新規発行予定額の皆減

制度開始以降、初めて臨時財政対策債の発⾏が「ゼロ」

（億円）
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７年度当初予算案
９の重点事業

※各重点事業の総額と主な取組の合計⾦額は、⼀致しない場合があります。



⼦どもが健やかに育つ社会環境の整備や、困難な状況にある
⼦どもたちに対する⽀援の充実

重点１ ⼦ども・⼦育てへの⽀援
1,867億2,578万円

 ⼦ども・⼦育て⽀援の推進 1,085億2,720万円

主な取組
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令和６年度まで
〇年収約700万円未満世帯（※）を

対象に、授業料を実質無償化

令和７年度から
〇年収約750万円未満世帯（※）を

対象に、授業料を実質無償化

・私⽴⾼等学校等⽣徒学費補助の拡充

・⾼等学校奨学⾦の所得制限の撤廃
令和６年度まで

〇年収約910万円未満世帯の⽣徒を
対象に貸付

令和７年度から

〇所得制限を撤廃

（※）多子世帯は約910万円未満世帯まで

（うち、私学学費補助及び
奨学⾦拡充分8億5,044万円）



 学習クーポン配布事業への補助 1億1,992万円
・低所得者世帯及び多⼦世帯の⼦ども向けに、

学習クーポン配布事業を⾏う市町村への補助
 保育⼠確保に向けた取組 5,027万円

・保育⼠の宿舎家賃を⽀援する市町村への補助

 ⽀援を必要とする⼦ども・家庭への取組
1,769億5,104万円

・児童相談所⼀時保護所の定員超過に緊急的に対応するため、
暫定⼀時保護所を整備・運営

・児童養護施設等における⼈材確保への⽀援
・フリースクール等に通う⼦どもの保護者等を⽀援する

市町村への補助
・保育所給付費負担⾦、児童⼿当負担⾦

重点１ ⼦ども・⼦育てへの⽀援
主な取組
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（※）「⼦ども・⼦育て⽀援の推進」の内数

（「⼦ども・⼦育て⽀援の推進」と重複あり）

（※）

（※）



○学校DX等を推進するとともに、教員の働き⽅改⾰を加速化
○誰⼀⼈取り残されない学びの保障や共⽣社会の実現を⼀層

推進

 ＧＩＧＡスクール構想等に基づく学校ＤＸの推進
93億9,870万円

・市町村⽴⼩・中学校における１⼈１台端末等の更新
・県⽴学校のネットワーク⾼速化及び電⼦⿊板の整備

 教員の働き⽅改⾰の加速化 69億6,921万円
・校務ＤＸの推進（採点システムの導⼊等）
・働き⽅改⾰を進める市町村への補助⾦の創設

重点２ 教育の質の確保と学びの充実
439億6,552万円

主な取組
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【電⼦⿊板】



 不登校の児童・⽣徒が安⼼して過ごせる居場所の設置促進
1,194万円

・校内教育⽀援センターを学校内に設置する市町村への補助

 フルインクルーシブ教育の実現に向けた取組 685万円
・「フルインクルーシブ教育推進市町村」である海⽼名市と

連携した取組の推進
・メタバース等を活⽤した普及啓発

 県⽴教育施設整備の推進 207億7,947万円
・ 新まなびや計画の推進（県⽴学校の耐震対策等）
・ ⾼校の体育館への空調整備
・ 県⽴図書館の前川國男館、歴史博物館の改修⼯事等

重点２ 教育の質の確保と学びの充実
主な取組
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未病改善の取組を推進するほか、持続可能で質の⾼い医療
提供体制の整備や適切な介護サービスの提供

 未病改善の取組 14億8,364万円
・ライフステージに応じた未病対策

▶ 健康に関⼼の低い働く世代の意識変容
▶ ⾼齢者のフレイル対策

 医療ＤＸの推進 32億6,340万円
・横須賀・三浦地域及び周辺地域等での患者情報共有化の推進
・救急医療相談（♯7119）にＬＩＮＥ機能等を追加

 「当事者⽬線」の精神科医療の推進 1億 886万円
・精神科のモデル病院における⾏動制限最⼩化の推進
・訪問⽀援員等による⼊院患者の地域⽣活移⾏の⽀援

重点3 未病改善の取組及び医療・介護施策の推進
1,631億3,991万円

主な取組
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 メンタルヘルスに課題のある妊産婦への⽀援 790万円
・拠点病院を中⼼に⾏政・産科・精神科等の関係機関が

連携した地域のネットワークを構築

 介護・⾼齢者⽀援施策の推進 1,249億2,457万円
・介護施設等における多様な働き⽅の導⼊を促進

▶ 施設等の実情に応じたマニュアル作成の⽀援
▶ 相談窓⼝の設置

・介護⽀援専⾨員の法定研修の受講料への⽀援
・介護給付費負担⾦

重点３ 未病改善の取組及び医療・介護施策の推進
主な取組

13



魅⼒的な地域づくりを進めるため、⽂化芸術に触れる機会を
提供するとともに、「観光により地域が輝く神奈川」を実現

 ⽂化芸術施策の展開促進 5億5,194万円
・県⺠ホール休館中の⽂化芸術鑑賞機会確保

▶ リニア神奈川県駅（仮称）⼯事現場を活⽤したイベント等
▶ 相模湖地域でのバレエに関するイベント

 障がい者スポーツの推進やアーバンスポーツの振興等
1億5,350万円

・東京2025デフリンピックの機運醸成
・アーバンスポーツの普及促進

重点４ ⾏ってみたい神奈川の魅⼒づくり
21億7,958万円

主な取組
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 観光振興・地域活性化に向けた取組 14億7,413万円
・かながわDMOによる観光プロモーションの推進

・GREEN×EXPO 2027出展に向けた取組
▶ 「Vibrant INOCHI」をわかりやすく伝える

オリジナルミュージカルを企画・制作

・「地域まるごとホテル＠三浦半島」の推進

・移住・定住施策の本格展開
▶ 三浦半島地域における移住コンシェルジュの配置、

全国の優良事例の収集・横展開

重点4 ⾏ってみたい神奈川の魅⼒づくり
主な取組

15

【三崎宿】

【⾺の背洞⾨】



労働⼒不⾜に対応するため、⽣産性向上と⼈材確保への⽀援
等を⾏うほか、宇宙関連産業クラスターの形成等により産業
競争⼒を強化

 ⽣産性向上への⽀援 54億4,753万円
・設備導⼊等による⽣産性向上への⽀援
・リスキリングやデジタル⼈材採⽤への⽀援

 ⼈材確保への⽀援 5億 698万円
・運輸、保育など⼈⼿不⾜業界へのセミナー及び⾯接会の開催等
・バス運転⼿の新たな確保や有効活⽤への⽀援
・⾼度外国⼈材を採⽤する中⼩企業への⽀援

重点５ 県内経済・産業の活性化
220億2,384万円

主な取組
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 産業競争⼒の強化への取組 50億9,315万円
・ベンチャー企業の資⾦調達や⾏政との連携を⽀援
・宇宙関連産業への参⼊促進

 伝統的⼯芸品産業の振興 1,700万円
・令和８年度「伝統的⼯芸品⽉間国⺠会議全国⼤会」

（KOUGEI EXPO）の開催に向けた準備
・伝統的⼯芸品の認知度向上や販路拡⼤、後継者育成等

に取り組む事業者への⽀援
 持続可能な農林⽔産業の実現 79億 311万円

・GREEN×EXPO 2027への取組
▶ 会場建設費への補助や機運醸成の取組
▶ 花・緑出展及び催事実施に向けた準備

・農業の担い⼿育成のため、デジタル技術
を活⽤した栽培技術の継承⽀援など

重点５ 県内経済・産業の活性化
主な取組
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©Expo 2027



2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度⽐で50％削減
する中期⽬標を達成するため、企業や家庭など様々な主体
の取組の後押しと県庁の率先実⾏の取組を推進

 太陽光発電等の導⼊⽀援の拡充 15億4,907万円
・住宅⽤太陽光発電と蓄電池を併せた導⼊への補助を新設
・事業所⽤再⽣可能エネルギー・蓄電池導⼊への補助を拡充
・次世代型太陽電池の早期普及に向けた⽀援

 県庁の率先実⾏ 119億8,233万円
・県有施設の照明を2027年度までに原則ＬＥＤ化
・県有施設への太陽光発電等の導⼊
・公⽤⾞の電動⾞化（ＥＶ、ＦＣＶ、ＰＨＶ、ＨＶ）

重点６ 脱炭素社会の実現に向けた取組
179億7,557万円

主な取組
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 事業者の脱炭素化への⽀援 15億5,318万円
・中⼩企業の取組状況に応じたきめ細かい⽀援

 家庭の脱炭素化への⽀援 6億1,140万円
・ＺＥＨ導⼊・省エネ改修に対する補助

 ＥＶ・ＦＣＶの導⼊促進 10億3,704万円
・バス、タクシー、トラック及びレンタカーのＥＶ導⼊

に対する補助
・ＦＣトラックの導⼊等に対する補助を拡充

 ＣＯ₂吸収源対策（ブルーカーボン）の促進 6,068万円
・藻場の再⽣・整備
・ブルーカーボンクレジットの活⽤に向けた普及啓発

重点６ 脱炭素社会の実現に向けた取組
主な取組

19



○当事者⽬線に⽴った障がい福祉の実現に向けた取組
○孤独・孤⽴や⽣きづらさに悩む⽅、困難な問題を抱える

⼥性等への⽀援を実施

 共⽣社会実現への取組 977億7,235万円
・「福祉を科学する」取組の推進

▶ やさしさや思いやりのある⽀援の効果を科学的に分析して
データ化するなど、再現性のある当事者⽬線に⽴った⽀援への転換

・障がい者の多様な働き⽅の推進
▶ 障がい当事者のニーズや特性を把握し、本⼈の⾃⼰実現を⽀援

できるよう、市町村の相談員配置に対して補助 など
・地⽅独⽴⾏政法⼈の設⽴

▶ 地⽅独⽴⾏政法⼈の令和８年４⽉設⽴に向けた準備
・障害者⾃⽴⽀援等給付費

重点７ 共⽣社会実現への取組及び⽣活困窮者への⽀援
994億 31万円

主な取組
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 孤独・孤⽴や⽣きづらさに悩む⽅への⽀援
10億5,687万円

・地域でつながるための仕組みづくり
▶ 居場所や緩やかなつながりの場を運営する⼈材の育成、

地域の居場所のマップ化

・⾼齢者を消費者被害から守るための体制整備
▶ 市町村の⾒守りネットワーク構築に向けた伴⾛⽀援

 困難な問題を抱える⼥性等への⽀援 6億5,410万円
・通所型⽀援施設の設置（３か所）
・⼥性⽀援を担う⼈材養成

重点７ 共⽣社会実現への取組及び⽣活困窮者への⽀援
主な取組
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「災害に強いかながわ」を実現するとともに、犯罪や事故
などのない安全で安⼼なまちづくりを推進

 「災害に強いかながわ」に向けた取組 1,587億4,093万円
・新たな地震防災戦略の推進

▶ 発災時に取るべき⾏動等を検索できる「私の被害想定」を作成
▶ 2000年以前の耐震基準の⼀般住宅まで耐震化補助を拡充

（※これまでは1981年以前の旧耐震基準が対象）
▶ 防災ヘリコプターの本格導⼊まで⺠間ヘリコプターをチャーター
▶ 災害⽤トイレカーを10台導⼊【２⽉補正予算計上】

・⽔防災戦略の推進
▶ ハード・ソフト両⾯から災害時の被害軽減に向けた取組

重点８ 安全で安⼼してくらせる神奈川の実現
1,595億8,747万円

（６年度２⽉補正予算を含む）

主な取組
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（うち、２⽉補正予算額 １億円）



 犯罪や事故などのない安全で安⼼なまちづくり
89億2,090万円

・地域防犯カメラ設置補助の拡充【２⽉補正予算計上】

▶ 国の重点⽀援地⽅交付⾦を活⽤し、補助率・補助上限額を
臨時的に拡充

・「かならいん」の充実強化
▶「かながわ性被害相談ＬＩＮＥ」の相談⽇を拡充

・交通安全施設整備（６当⽐＋20億円）
▶ 道路標⽰の補修や信号灯器のＬＥＤ化、デジタル回線化等

 新たな交通システムの展開 1,000万円
・藤沢市、三浦市、厚⽊市と研究会を設置し、

⾃⾛式ロープウェイの導⼊適地に係る技術的研究を実施

重点８ 安全で安⼼してくらせる神奈川の実現
主な取組

23

（うち、２⽉補正予算額 1億2,000万円）



デジタルの⼒を活⽤しながら県⺠⽬線に⽴った⾏政運営を
⾏うことで、誰もが安⼼して暮らせるやさしい社会の実現

 くらしのデジタル化 192億6,012万円
・かながわ⼦育てパーソナルサポートの運⽤
・eスポーツを活⽤した県施策の推進

▶ ベトナムフェスタや認知症未病改善等にｅスポーツを活⽤
・医療DXの推進【再掲】
・防災DXの推進（私の被害想定【再掲】等）
・教育現場における校務DXの推進【再掲】

 ⾏政のデジタル化 232億3,043万円
・地域警察活動のシステム化

▶ 勤務⽇誌等の電⼦化
・３次元点群データ等を活⽤した道路・河川等の台帳の電⼦化等

▶ 災害対応の迅速化、県⺠の利便性の向上等

重点９ 県⺠⽬線のデジタル⾏政の推進
334億6,024万円

主な取組
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（くらしのデジタル化と重複あり）



限られた⼈的資源で質の⾼い県⺠サービスを継続して提供
していくための事務事業の⾒直し

事務事業の⾒直し

区分 主な内容
７当

予算額
見込まれる年間
業務削減効果

デジタル
技術の活用
（23件）

○自動車税の申告書作成支援システムの導入
○県費負担教職員の給与事務等の電子化
○地域警察活動のシステム化（勤務日誌等の電子化）

5.4億円
△22.4万時間
（117人工相当）

民間活力
の活用
（44件）

○ 難病患者支給認定業務など審査業務の委託
○ 「かならいん」による付添い支援業務の委託

4.2億円
△9.1万時間
（48人工相当）

合計
（67件）

9.7億円
△31.5万時間
（165人工相当）
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区分 主な内容
予算削減

効果
見込まれる年間
業務削減効果

事業の廃止・
実施手法
の見直し
（56件）

○マイＭＥ－ＢＹＯカルテの見直し
○海外チャレンジプログラムの廃止
○マグカル開放区の廃止、アウトリーチ開放区の見直し

3.1億円 △2.5万時間
（13人工相当）

事業の廃止・実施手法の見直し

デジタルや民間活力の活用

（効果は令和７年度分（単年））

（効果は令和７年度分（単年））

※令和６年度予算に計上していて、令和７年度に廃⽌・⾒直しを⾏う事業
※令和７年度に着⼿する⾒直しの内容及び令和７年度分の効果を記載しており、令和８年度以降に⾒込まれる効果は記載していない。

※令和６年度からの継続事業分として、DMOへの業務移管など７当予算23.1億円（67件）を別途計上。⾒込まれる削減効果は△25.1万時間(131⼈⼯相当）



２⽉補正予算（その２）の主な内容 340億1,126万円
＜国の令和６年度補正予算（第１号）への対応＞

○ 公⽴学校情報機器整備基⾦積⽴⾦ 102億1,931万円

▶ 市町村⽴⼩・中学校の１⼈１台端末等の計画的な更新

○ 医療・介護・障害福祉現場の⽣産性向上・
職場環境改善等への⽀援 105億7,226万円

▶ 業務効率化や職場環境の改善を図る事業所への補助等

○ 畜産経営環境基盤強化整備事業費補助 5億 500万円
▶ 畜産経営に必要な施設等の整備に要する経費を補助
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２⽉補正予算（その２）の主な内容 340億1,126万円
＜国の令和６年度補正予算（第１号）への対応＞

○ 災害⽤トイレカー整備事業費【再掲】 1億円
▶ 災害時に快適なトイレ環境の確保が可能な

トイレカーを10台整備

○ 災害時における⻭科保健医療提供体制の確保 2,000万円

▶ 避難所での⻭科保健医療活動に必要な⾞両及び⻭科医療

機器の整備に要する経費を補助

○ 公共事業の追加 86億7,666万円
▶ 国の「防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策」に対応
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【災害⽤トイレカー】（出典︓宇和島市資料）



○ ⽣活者⽀援 41億8,769万円
▶LPガス料⾦の⾼騰に対する⽀援
▶県⽴特別⽀援学校の給⾷費等の物価⾼騰分への補助
▶地域防犯カメラの設置を進める市町村への補助【再掲】

○ 事業者⽀援 106億3,810万円
▶医療、福祉、学校、⼀般公衆浴場に対する⽀援
▶農林⽔産業者に対する⽀援
▶中⼩企業者等に対する⽀援
▶運輸事業者に対する⽀援
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２⽉補正予算（その３）の主な内容 148億2,580万円
＜国の令和６年度補正予算（第１号）への対応＞

国の総合経済対策による重点⽀援地⽅交付⾦を活⽤し、
物価⾼騰対策を実施



新かながわグランドデザインの着実な推進
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■７年度当初予算案は新かながわグランドデザイン
に掲げる施策を着実に推進

■⼦ども・⼦育て⽀援の推進
■2050年脱炭素社会の実現
■共⽣社会の実現
■「災害に強いかながわ」の実現
■教員の働き⽅改⾰の加速化
■デジタルの⼒の活⽤によるやさしい社会の実現



【条例案等の内訳】

区 分 令和７年度関係 令和６年度関係 計

条 例 の 制 定 ２件 － ２件
条 例 の 廃 ⽌ － １件 １件
条 例 の 改 正 24件 12件 36件
⼯事請負契約等の締結 － ７件 ７件
特定事業契約の変更 － ２件 ２件
指定管理者の指定の変更 ２件 － ２件
市 町 負 担 ⾦ １件 ２件 ３件
そ の 他 ３件 ３件 ６件

計 32件 27件 59件

令和７年第１回県議会定例会 条例案等の概要
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地⽅独⽴⾏政法⼈神奈川県⽴福祉機構定款

令和８年４⽉に、新たな地⽅独⽴⾏政法⼈を設⽴し、同時に県⽴中井
やまゆり園を同法⼈による運営に移⾏するため、定款を定める

法⼈の名称
地⽅独⽴⾏政法⼈神奈川県⽴福祉機構

主な業務の範囲
障害者の地域⽣活の⽀援及び障害者⽀援施設等の運営
科学的な福祉の研究及び実践、⼈材育成
地域共⽣社会に関する普及啓発
福祉に関する諸課題に対する取組

法⼈の名称
地⽅独⽴⾏政法⼈神奈川県⽴福祉機構

主な業務の範囲
障害者の地域⽣活の⽀援及び障害者⽀援施設等の運営
科学的な福祉の研究及び実践、⼈材育成
地域共⽣社会に関する普及啓発
福祉に関する諸課題に対する取組

定款の主な内容

主なもの


